
第３号様式（第15条関係）

事業者排出量削減報告書

注IgA当する□には、レ印を記入してください．杵定亭業者以外の中菜者の方はし印の圧入は不要です．

２『基申年度」とは計画期間の前年度を、「ロ楓年度」とは計画jiHImの赴粧q三度を、「細告年Eu【」とは叶面期間のうち、今回報告の対象となる年度をいいます．

３「本業所等排出区分」とは京都府内の事典所与の事粟活動のためのエネルギーの使用に伴い発生するM1室効采ガスを、「輸送車両排出区分」とは自動車返送事案者についてはlUI1の本畏の位匠を京都J河内とする唯両
の排出する沮麺Ub采ガスを､依近痢染春については保有するpi物車両又は旅客車両の排出する沮宝効果ガス藍、「その他排ul区分」とは上記以外の京都府内における事粟F7忽Fの事菜活動に伴い冤生十愚in竃勧果ガス
をいいます．

４「｣5,11位当たりの沮宝効果ガス排出量等」の「j､途区分」には、ＣＯ工場･事務所などのH1途を妃入してくださ↓､．「原単位の111標」には､分子の「二鹸化炭素換算」の下に分母と厳ろ揃担（生庫鼓肚､廷ぺ床而
積、走行距陣等）をBa入してください．

５「その他の地球沮阻化対jIYによる沮室効果ガスの削減H1等」のうち「森林の保全及び益伯」の「目標年度（計画）」梱には計函期mj中の目標の累Ilfを、「杷告年度（爽領）」梱には奥按の累計を8E入してください．

６「特配事項」には、平成２年度（１９９０年度）を基敢とした排出仕の対比や、省ニネ製品囲発など他者の囚宝効采ガス排111削減への貢献、グリーン閣速の採用、特定フロンなどの条例扣定外の沮索効果ガスの朋械
などを８２入してください．

住所（法人にあっ
ては、主たる本務
所の所在地）

京都市南区久世殿城町３３８

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代
安者の氏名）

日本電産株式会社代表取締役社長永守重信

事業者の主たる
業種 精密小型モータ、中型モータ、機械装歴、電子・光学部品などの開発・製造・販売

該当する事業者
要件 序京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

ｒ 

ｒ 

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者
150両以上）

(大規模運送事業者（トラック又はバス100台以上／タクシー150台以上／鉄道車両

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当卒業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 干奴２０年4月～平成23年3月

基本方針

フロア合計消費尅力・A4用紙便用量：2006年度原単位実績値を基地とし3カ年で平均3.0％削減。
環境活動推進単位別（部署別）環境改善活動テーマ：１件以上/年の推進。

推進体制
管理部門副社長をﾘｰﾀﾞｰとし、全体及び推進ﾌﾞﾛｯｸ毎の環境目標策定と実践を行う。

環境マネジメントシステム名称 ISO14001 

適用範囲 本社･中央開発技術研究所

取得年月日 2004年6月

年度ごとの具体
的な取組及び措
匠の状況

年度

平成20年度

平成20年度

平成20年度

設備、対象、工程等

事務所フロア梨約

勉算室

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策

措匠内容

事務所フロアの集約により１フロアの稼動を停止し、エネルギー便用量を削減しました。

旺算室空洞の運娠及び運用方法の見直しや、発熱機器であるサーバーを未使用時に矼源OFFする弊により矼力便用量を削減しました。

インフルエンザ対策で全然交換器の運転時間が墹加したため、盆力便用量が増ｶﾛしました。
温室効果ガスの
排出趾等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

遷率年度（実績）

(19）年度
(二酸化騨索UL算）

目標年度（計画〉

(22）年度
(二酸化山索換算）

増減率
(計画〕

報晉年度（実頽）

(２１）年度
(二酸化脱秦換算）

増減率
(実績）

3,874.0ｔ 3'841.0ｔ -0.9船 3,548.8ｔ -8.4％ 

ｔ ｔ 船 ｔ 船

ｔ ｔ 船 ｔ 鉛

＊１ 30874.0ｔ ･2３，８４ＬＯｔ -ｑ９％ ＊４ 3,548.8ｔ －８．４船

昨年以降実施した省エネルギー対策によりCO2総排出趣を大幅に削減しました。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

本社・中央技
術開発研究所

二酸化炭素換算

〈従業員数）
二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

実綴に対する自己評価

基準年度（実緬） 目標年度（計画） 明滅率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実績）

6.290t-co2/人 6.096t-co2/人 －３．１船 6.409t-co2/人 1.9船

船 ％ 

船 弘

CO2総排出戯は大幅に削減しましたが、原単位分母の社員数が大幅に減少したため目標原単位をクリアできませんでした。
目標年度の計画原単位達成にむけ、エネルギー消費盆の削減に努めます。

その他の地球温
暖化対策による

温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内塵の木材の利用

自然エネルギーを利用した愈力
又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減趾等合計

目標年度（計画）

取紐丘等 (二酸化炭案換算）

(整備面積） hａ (吸収辻） ｔ 

(利用せ） 】、、 (1M城Bk） ｔ 

(宛尅肚） kwｈ (nI減Ⅲ） ｔ 

(縞供給丘） GＪ (1M城量） ｔ 

(町人低） kwｈ (111城、） ｔ 

([#入廷） ｔ (111独占k） ｔ 

＊３ｔ 

報告年度（実績）

取組武等 (二殿化ljl索換算）

(益備面稠） hａ (吸収丘） ｔ 

(利用丑） 、】■ (削減丘） ｔ 

〔兜低圧） kwｈ (､U椣孟） ｔ 

(縞供給趾） GＪ (削波ａ） ｔ 

(購入麸） kwｈ (1,旗且） ｔ 

(R#入母） ｔ (削波丘） ｔ 

*５ｔ 

差引排出量

(排出合計一niI減等合計）

基準年度（実績）

＊１30874.0ｔ 

目標年度（計画）

⑪2)-(輔】3,841.0ｔ

墹減率（計画）

-0.9％ 

報告年度（実l;i）

(")一陣）3,548.8ｔ

増減率（実歓）

－８．４％ 

地球温暖化対策
に資する社会貢
畝活動

･環境省・京都市主悩のライトダウンキャンペーンに参加。
･小学生向け環境出前授業の実施。
･天王山の竹林を整備する森林保全ボランティアに参加。
･京都府商エ会議所のWEBサイトに環境行動宣言企業として登録。
・日本の森を守る京都サミットに協賛。

特配事項
原単位分母の従業員数は、基翠年：616人、計画年：630人、報告年：553.75人です。


